
業績の概況
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解    説
（1）金融再生法開示債権の対象債権は、貸

出金・未収利息・外国為替・仮払金・貸
付有価証券・債務保証見返・当金庫の
保証付私募債です。 

（2）「破産更生債権およびこれらに準ずる
債権」とは、破産、会社更生、再生手続
き等の事由により経営破綻に陥ってい
る債務者に対する債権およびこれらに
準ずる債権です。 

（3）「危険債権」とは、債務者が経営破綻の
状態には至っていないが、財政状態お
よび経営成績が悪化し、契約に従った
債権の元本の回収および利息の受け
取りができない可能性の高い債権です。

（4）「要管理債権」とは、「3カ月以上延滞債
権」および「貸出条件緩和債権」に該当
する貸出金をいいます。 

（5）「正常債権」とは、債務者の財政状態お
よび経営成績に特に問題がない債権
であり、「破産更生債権およびこれらに
準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債
権」以外の債権をいいます。

（6）「金融再生法上の不良債権」における
「貸倒引当金」には、正常債権に対す
る一般貸倒引当金を除いて計上して
います。 

金融再生法上の
不良債権

保全額（b）

担保・保証
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回収見込額
    （c）

貸倒引当金
（d）

保全率
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中小企業の景況が依然として厳しいなか、技術に
基づくビジネスマッチング、成長分野支援に着目し
た融資を推進しました。

区　分

債　券

その他
合　計

国　債
地方債
社　債

（注）時価は、期末日における市場価格等に基づいています。             

取得原価
（償却原価） 時価 評価差額

うち益 うち損
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（注）自己資本の充実の状況等に関する資料については、当金庫ホームページで開示しています。

国内
基準
4％

国債等の債券売却損益等や、一般貸倒引当金繰入・戻入の特殊
要因による影響を除いた、実質的な信用金庫の期間収益力を表
す指標です。

預金、預かり資産ともにお客さまからの幅広いご支持をいただいて、
堅調に推移しています。

預金や預かり資産の推移はどうですか？
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業種別貸出金残高状況貸出金残高/うち事業性貸出

不良債権残高/不良債権比率

金融再生法開示債権に対する保全状況

不良債権に対する保全状況

景況感が依然として厳しいなか、お取引先企業のモニタリングを行い、経営改善支援に全力で取り組んでいます。
また、不良債権につきましては、担保・保証によるカバーや自己資本の充実に努めることにより予想される将来の
損失を含め、十分な保全を図っています。

不良債権の状況はどうですか？

流動性、安全性を重視し、債券を中心に運用しています。なお、売買目的有価証券はありません。

有価証券の運用状況はどうですか？

満期保有目的債券で時価のあるもの

貸出金の推移は
どうですか？

製造業を中心にバランスを考慮した融資を行っています。

業種別の貸出金の状況は
どうですか？

自己資本比率は国内基準の４％を大きく上回る8.60％を
確保しました。

安全性はどうですか？

自己資本比率

自己資本比率とは

安定した収益を確保し、
高い健全性を維持しています。

収益力の推移は
どうですか？

（単位：%）
自己資本額

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

コア業務純益とは
貸出金、保有する有価証券などの資産に占めるリスク額に対して、自己資本（出資金や内部留保など）がどれだけ
占めるかを表したもので、金融機関の健全性を示す指標です。当金庫のように国内業務に特化している金融機関は、
最低4%が基準（国内基準）として定められています。
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（注）1.貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいています。　2.上記の「その他」は、外国証券および投資信託等です。             

取得原価
（償却原価）

評価差額
うち益 うち損

その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）
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取得原価
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貸借対照表
計上額

貸借対照表
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評価差額
うち益 うち損
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△ 149
△ 1,663
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